
論 説 

管理会計情報             ム構築 

に関する基本的考察 

溝 口 局 二 

1.  はじめに 

周知のごとく 管理会計の機能は 経営管理支援 

と意思決定支援の 二機能に分類される ， 1. 前者 

は設定された 経営目標に対し 実績を客観的な 

評価基準から 評価分析し 問題点を明確にした 

上で合理的な 改善・変更を 加え効率的な 経営 営 

理を遂行する・ この機能は主たる 管理会計情報 

として実績データに 基礎をおき，定型的問題の 

解決に有効であ る・一方，後者は 激変する企業 

環境のもとで・ 不確実な情報を 基礎にして経営 

戦略に関する 意思決定を支援する・ このような 

管理会計の機能展開は 管理会計情報の 収集・処 

理・伝達のプロセスの 統合により達成される・ 

この統合化された プ p セス全体が管理会計シス 

テム " を 構築する・ 

近年における 企業の内外部環境が 急速に変貌 

を遂げている 時代では，管理会計システム 自体 

にもその機能・ 有効性の観点から 再検討が要請 

され，特に戦略的意思決定領域からのアプロー 
チ として，意思決定支援システム (DSS) 鉛が中 

心に論議されている． しかし管理会計情報シス 

テム全体としての 視座にたつと ， DSS 自体を 

対象とした機能・ 情報技術的側面を 検討するこ 

ともさりながら ，むしろ管理会計システムにお 

げる意思決定支援の 対象・機能の 位置づげを明 

確化するアプローチの 方がょり環境適応的であ 

り，問題解決に 柔軟なシステム 構造を持つと 考 

えられる． 

こうした問題意識から 本論では現状の 管理会 

計システムが 包含する問題点をその 発展段階を 

考察することで 明確にし， これを ジ， ンソン・ 

カプランの論文と 対比させ，管理会計情報シス 

テム構築のフレームワークを 提示する・ さら t. こ 

管理会計情報システムの 概念構築の基礎となる 

意思決定プロセスの 考察を加え， システムの基 

本構造を検討する． 

2.  管理会計システムにおける 問題の所在 

㈲ 会計情報システムの 発展段階 

財務会計システムと 管理会計システムは 会計 

情報システム 全体として発達してきたが ，両者 

は並行的というよりむしろ 財務会計システムに 

重心を置いた 政行的な進化を 遂げてきたと 考察 

されるの． 両者のシステムの 発展段階を表 1 に 

示し これを概括的に 展望することで 現状の管 

理会計システムの 内包する問題点が 明確化され 

よ う ． 

①導入潮 

会計情報システムの 導入が最も早かったのが 

簿記会計の分野であ る・簿記会計は ，取引の発 

生・記録・勘定・ 報告というプロセスの 中で会 

計情報が伝達・ 処理されるシステムであ る。 ). 

換言すればこれは 簿記の基本構造としての 勘定 

体系をシステムの 中核とした会計情報処理プロ 

セスに他ならない．かつての 簿記会計では ，表 

2 に示す機能を 手作業で実施していた。 ). 

しかしコンピューターと 情報処理技術の 発展 
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表 1 会計 柑報 システムの発展段階 

E@@@   導 入 潮 Ⅰ 発 展 期 Ⅰ 現 状 
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・伝票中心の 財務会計システ 

ム 

・自動仕訳システムの 導入 

・個別会計業務処理システム 

間のインタフェイス 整備 
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訳システムの 拡大とインタ 

フェイ ス の統合 ) 

・ファームバンキンバ 等によ 

る企業体データ 通信システ 
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・原価計算システム 

・個別業務システムの 整備 

( 生産管理，在庫管理等 ) 

・財務会計とのインタフェイ 

ス整備 

・事業部 制 業績評価システム 

現業業務における 管理事務 

の効率化・省力化 

・ PCS システム 

  バッチ処理 

  集中入力処理 

成
行
 

偏
 
執
 

算
算
 

予
予
 

 
 

価
定
 

評
測
 

績
績
 

業
業
）
 

部
 

，
 等
 

業
援
理
 

事
 
支
管
 

・オンライン 処理 

  リモート・バッチ 処理 

・分散入力処理 

・意思決定支援システム 

  
戦略的意思決定のための ，情 

報提供 

・オンライン・リアルタイム 

処理 

・分散処理一分散と 集中の統 

合化 一 
    

表 2  簿記会計の手順 備 がこの段階では 中心であ り，財務会計システ 
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・原始 証 患の作成 

言己 禽忌 ・仕訳伝票作成 づ 各種補助簿作成 
・日計表作成 

勘 定 ・総勘定元帳 転記 

報告   ・貸借対照表，損益計算書作成 

・各種明細 表 ，管理資料作成 

にともない，伝票の 転記や帳 簿整理に要する 時 

間・手間を削減する 目的で財務会計システムが 

発展してぎた・すなわち 情報処理構造に 最も適 

合し易 い 勘定体型を中心にその 整備が実施さ 

れ，，勘定転記の 省力化・正確性を 意図していわ 

ゆる補助元帳 ( 固定資産台帳 ，売掛金台帳 ，買 
掛金台帳 等 ) の個別会計業務がシステム 化され 

てきた． こうした個別会計業務処理の 拡大と， 

伝票入力・財務諸表出力にいたる 記録と報告の 

プロセスまでの 機械化処理のインタフェイス 整 

表 3 音人期の会計 冊報 処理形態 

l 機能   機能内容   情報処理形態   

  発生・取引発生・ 認識   ・手作業 

 
 

  言 巴金 衰   
・原始 証 愚作成 ・手作業入力 

・仕訳伝票作成 @@ PCS 

 
 

 
 

  ・総勘定元帳 
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  バッチ処理 

  集中入力処理 

一方， 管理会計システムも 製品原価算定を 中 

心 に原価・物量に 関する現業の 計数管理システ 

ふ として導入された． この管理会計システムは 

財務会計システムと 同様に，原価の 発生・記録 

・勘定・報告の 各機能が主であ った・会計情報 

システム導入段階における 管理会計システムの 
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基本的役割は ，在庫管理や 生産管理等の 現業の 

計数管理と原価計算システムを 有効に連結さ 

せ， これに よ り現業業務の 効率化・省力化と 経 

営管理支援を 強化させることに 主眼がおかれ 

た， ，   

② 発展 期 

財務会計システムは 導入期から順調な 発展を 

遂げ， 自動仕訳、 システムの導入が 実施された． 

これは，簿記会計の 知識を有する 人が従来手作 

業 で行っていた 仕訳処理を取引発生時点で 直接 

コンピュータ 一に入力し原始 証恩 ・仕訳伝票・ 

各種補助簿・ 総勘定元帳 ・貸借対『 表 ・損益 計 

算書・管理資料等を 財務会計システム 上で自動 

的に生成するものであ る・自動仕訳システムの 

導入により， ヱラ 一や入力、 スが 多かった媒体 

変換作業が合理化され ，アウトプットに 対する 

信頼性が向上した・ 同時に，従来財務会計シス 

テムの中で個別的に 開発された会計業務システ 

ム相互間インタフ ，イスの整合性がとられ ， こ 

0 段階で財務会計システムはシステムとしての 

機能・効率を 備えた実体に 進化したと評価でき 

る 鈴 ． 

管理会計システムは ，従来の現業部門にお け 

る 経営管理支援機能の 強化を計りつつ ，事業部 

制組織の発展と 共に事業部業績管理システムの 

開発が促進された・これは ，管理会計システム 

と財務会計システムとのインタフェ ィス の整備 

が不可欠であ り，この段階で 両者を統合した 会 

計 情報システムの 原型が確立されたといえ よ 

う ・管理会計システム ほ ，事業部及び 事業部間 

の効率的な経営管理支援 一 予算管理，業績評価 

等一の観点で 寄与した・しかし 事業部業績評価 

の 視点では実績数値との 比較・分析方法が ，必 

然的に財務会計概俳一会計期間，利益，費用等 
の概念一に依存することが 多く， しかも管理会 

計システム自体の 構築が財務会計と 関連した経 

営管理支援機能に 重心がおかれていたため 管理 

会計独自のデータ ， ロジ ，クが 管理会計システ 

ムとして十分確立されていなかった。 ， ． 

③ 現状と問題点、 

財務会計システムでは ， 自動仕訳システムの 

拡大とこれに 伴 う サブ・システム・インタフ ヱ 

イス への対応及び ぺ一 パーレス会計への 移行が 

進行しつつあ る・ また， ファームバンキンバ 等 

の 企業体データ 通信の活用がネットワーク 技術 

の発達により 進展し財務会計システムの 高度化 

が着々と進んでいる． 

一方管理会計システムはその 発展プロセスの 

延長として，現状では 次の問題点を 内包してい 

る 

・従来の管理会計システムは 経営管理支援機 

能の充足に重心がおかれ ，意思決定支援機 

能までを織り 込んだ全体としての 管理会計 

システムに対する 展望に欠けている．戦略 

的意思決定に 関する管理会計二一 ズが 認識 

されているにも 拘らず，財務会計システム 

と管理会計システムのインタフ ヱイス の 整 

合性が円滑に 機能しないため 適時・的確な 

意思決定支援情報が 意思決定者に 提供され 

ないことを示している． 一 システム・ イ ン 

タフ ヱ イス一 

  意思決定問題が 非構造的，非定型的であ る 

場合， これを解決するためのモデル 及びデ 

ータが管理会計システム 及び会計情報シス 

テム全体の中で 明確に位置づけられていな 

い． 一 システム・ストラクチュア 一 

従来の管理会計システムにおける 問題点の背 

景には，管理会計の 基本的機能であ る経営管理 

支援機能を中心に 構築され，その 目的・用途が 

財務会計システムと 密接に関連していることに 

あ る・ このため管理会計独自の 意思決定支援機 

能 に対する会計情報機能の 未分化・欠如が 生 

じ ，管理会計モデル 構造 ・ア一 - 。 タ構造上意思 決 

定問題に硬直的であ り，柔軟かっ 機動的な意思 

決定に対し構造的に 問題があ ると考察される． 

従って，激変する 企業環境の下で 的確な経営戦 

略・経営管理を 支援するという 管理会計独自の 

機能を発揮するためⅤこは ，財務会計システムと 

は別の固有な 情報糸を構築する 必要があ ろう． 
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正確かっ責任あ る管理会計システムから 得られ 

る 利便性を考慮しても ，財務会計システム と管 

理会計システムをそれぞれ 独自に運営するに 足 

るほどではないと 認識しているためであ る ". 

しかし最近では 企業の製品系列の 拡張，製造 

技術の変更，製品ライフサイクルの 短縮化，世 

界的な競争条件の 激化， さらには情報技術の 大 

幅な進歩等にともない ，彼らはより 有用でかつ 

よりタイムリ 一な管理会計システムの 構築に投 

資することを 考慮しても良いのではないかと 問 

題を提起している． さらにジョンソンは 将来の 

管理会計システムに 対し以下のように 具体的な 

問題提起を行っている． 

現状では管理会計担当者が 同一のシステム 一 

財務会計システム 一 から得ている 情報を将来の 

管理会計システムでは 二つのタイプの 情報とし 

て明確に区別する 必要があ る．一つは戦略的収 

益性情報一企業価値を 創出する戦略的変数に 関 

する情報一で ， 特に各製品・サービスが 企業の 

収益性に関して 為し ぅる 長期的貢献を 認識する 

ものであ り，現状ではこれを 得られないため 戦 

略的 収益性情報を 提供するための 管理会計シス 

テムが必要であ る・ もう一つはプロセス 管理 情 

報 一組織の業務をコントロールするための 有益 

な・ ぼ報 一で，詳細かつタイムリ 一であ る必要が 

あ る・ こうしたプロセス 管理情報に関しても 従 

来の管理会計システムでは 十分に把握できない 

ため， プロセス管理情報を 提供する管理会計シ 

ステムを構築する 必要があ る、 。 ， ・ 

以 - ヒジ， ンソン・カプランの 論文から管理会 

計システムにおける 概括的・個別的な 問題提起 

を要約したが ， これを管理会計情報システム 構 

築の基本的枠組みとして 考察すれば次のような 

結論が得られよ う ・ 

①管理会計システムに 比較し財務会計シス 

テムはその発展プロセスでも 優位に立って 

いる． 

②これは管理会計機能を 十分に満足させるた 

めの独自の情報が 財務会計情報への 依存を 

余儀なくされ ，結果として 経営管理支援・ 

意思決定支援に 対する管理会計システムの 

有効性が問題となっている． 

③しかし最近では ，情報技術革新・ 製品ライ 

フサイクルの 短縮化・製造技術変更等の 諸 

条件の変化を 踏まえて， より有効でより タ 

イムリ一な管理会計システムの 構築を検討 

する必要があ る   

④管理会計システムの 構築にあ たっては， そ 

の情報系を戦略的収益性情報とプロセス 管 

理 情報に明確に 区分するシステムを 考慮す 

る必要があ る， さらに， これら二つの 情報 

は財務会計システムに 重心がシフトしてい 

る現状の管理会計システムでは 入手不可能 

なものが多く ， 財務会計システムとは 区別 

された独自の 管理会計システムが 将来必要 

と なろ う   

(3) 管理会計システムにおける 問題の所在 

従来の管理会計システムの 発展プロセスは ， 

財務会計システムの 発展に基礎をお き ，会計情 

報システム全体として 進歩してきたのは 第一節 

で述べた通りであ る，管理会計システムは ， こ 

のプロセスの 中で原価計算，部門別業績管理一 

予算管理，業績評価一等の 財務会計システム と 

の 近接領域においてシステム 化を促進させてぎ 

た，従来の管理会計システムの 基本構造は経営 

管理支援型システムが 中心であ り，意思決定支 

援機能に対する 要請は強く認識されていたにも 

拘らずそのシステム・アーキテクチュア ， デー 

タ・アーキテクチュアの 下ではこの要請に 応え 

るのが難しい． 

さらに近年の 製造技術革新一 FMS, CIM 一 と 

大規模かつ長期的な 投資によって 影響される製 

屈原価の算定や ， 統営 管理者に対する 有益な情 

報が現状の管理会計システムの 下で十分機能し 

ていないことほ 前述のジョンソン・カプランに 

よる問題提起に 示した通りであ る・ これは㈲で 

述べた経営管理支援型管理会計システムから 提 

供される情報が ，実態的には 現業の経営管理者 

の情報ニーズ と ギャップがあ ることを示し ，経 

営管理支援機能の 達成自体に従来の 管理会計 シ 
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ステムに歪みが 生じていることを 示唆してい 

る・すなわち ，これまでの 管理会計システムは ， 

経営管理支援・ 意思決定支援に 必要なデータや 

ロ ジ，クの 整備に欠けており ，管理会計情報と 

して有効かつタイムリ 一な提供が困難であ る・ 

以上のような 問題点に関する 考察を踏まえ ， 

これまでの管理会計システムに 対し適切な管理 

会計情報を提供する 新しい管理会計情報システ 

ムを仮定した 場合，会計情報システム 全体とし 

ては財務会計システムと 整合をとりっ っ ， しか 

も管理会計システム 自体の独自性を 喪失しない 

システムの基本概俳の 検討が必要になろ う ・特 

に管理会計システム 構築に不可欠な 意思決定支 

援機能に着目し 管理会計システムの 中での 意 

思 決定支援システムの 位置づげの明確化が 重要 

な課題であ ろう． 

3.  管理会計システムに 関連する 

意思決定の考察 

ASOBAT に ょ れば，会計情報を「目的設定， 

意思決定または 目的遂行のための 資源の指示と 

統制に役だたねばならない・ 情報の有用性は ， 

情報が利用者の 関心を持っ実態についての 不確 

実性を軽減し 得る能力に依存する ",. 」と規定 

し，会計の機能を「会計は ，過去から現在， さ 

らに将来にいたる 経済的活動を 表すデータの 測 

定 と伝達に関する 情報システムであ る "'. 」と展 

開している． ASOBAT のアプローチに 従えば， 

マネジメントの 意思決定に有用な 経済情報を識 

別し測定し伝達しその 結果から組織目標 

達成を支援する 管理会計のプロセスは ，情報 資 

源 たる管理会計情報を 基盤としたシステムとし 

ての整合性を 有する管理会計情報システムと 考 

察される． 

管理会計情報システムは ，組織目標達成を 支 

撰 する管理会計情報を 提供するが， このときの 

組織及び組織を 管理する経営管理者の 職能・ 機 

能は多種・多様にわたっている・ このため経営 

管理者による 合理的意思決定の 内容に対応し ， 

提供される管理会計情報もまた ASOBAT の規 

定した「目的適合性」、 。 ，の 観点から種々の 形態 

を 取ることが余儀なくされる・そこで ，管理会 

計 情報システムの 枠組みを規定するために 管理 

会計の視点からみた 意思決定問題の 特徴と経営 

管理活動における 意思決定機能を 吟味する・ 

意思決定行動は ，意思決定者が 意思決定すべ 

き問題それ自体を 対象として分類することがで 

き「 る ・また，意思決定は 全体的な経営管理行動 

との関連性からその 機能・内容により 分類する 

ことができる・ 行動科学的視点から 前者の立場 

にたつのが H.A.Simon であ る． 

H.A.Simon は，意思決定者が 問題をど う 解 

決するかについて 以下のように 指摘している． 

「意思決定は ，反復的でかつ 日常的であ るほどプ 

ログラム化され ，意思決定を 行うのにどの 程度 

の手続きを踏みさえすれば 良いかといったこと 

によってプロバラム 化される・ この場合，意思、 

決定問題が生じる 都度意思決定を 苦慮する必要 

がなくなる・ 一方，意思決定問題がどの 程度新 

奇的， ヨ拝 構造的，結果として 生じるものであ る 

かによって非プロバラム 化される．当該問題が 

これまで未経験であ ったという理由でこの 問題 

を 無視する術はない・ またこの問題の 本質並び 

に構造が 暖味 ないし複雑だという 理由から臨機 

応変に問題を 処理することに 意義があ るという 

姿勢で問題を 処理してしまう 術はない．キプロ 

ラグふ 化することによって 手中にあ るかのごと 

く事態を処理できるような 手続ぎをシステムが 

所有していないことを 主張したいのであ る． し 

かし如何なる 一般の意思決定者もインテリジ 

ェンス と 適応性並びに 問題志向的行動を 取り得 

るものでなければならないことを 強調したいの 

であ る，。 ' Ⅰ 

ここで Simon は，意思決定者が 対象とする意 

思決定問題をプロバラム 化された意思決定と 非 

プ p グラム化された 意思決定に分類している． 

ASOBAT でも Simon による意思決定問題の 分 

類に基づき，意思決定者の 要請があ る会計情報 

を提供する必要があ るとし経営管理活動の 機 
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能 ( 計画と統制 ) と アクティビティの 二 側面から の 諸目標の変更，その 諸目標達成に 利用される 

次のように分類している "'   資源，並びにそれら 資源の調達・ 利用・廃棄を 

アクティビティ 決定づける方針についての 決定プロセス 甜 」で 

磯 ム 目ヒ ヒ 
  あ り， マネ 、 ジメント・コントロール と サ %, 「組織 

吉士 画 休の諸目標達成に 当たり，諸資源を 経営管理者 

が 有効かつ効率的に 取得し利用できる よう に 保 
統 制   

  

(3) 

(1)   (2) 

I  (4) 証するもの湖」であ り， さらにオペレーショナ 

各セルの内容は ， ㈲が最高レベルの 意思決定 か ・コントロールについては「特定のタスクを 

であ り㈲は業務管理レベルにおける 意思決定で 有効かつ効率的に 遂行できる よう に保証する プ 

あ る，但し ョ巨 プロバラム的活動に 関しては 統 ロセス 26) 」であ ると規定している． 

制 機能は発揮しがたいとしている．キプロバラ ASOBAT における意思決定に 関する分類は 

ム的活動は方法が 指定されていなかったり ，予 Simon の分類に依拠 し Anthony の分類一す 

測不可能なことがあ り， また特定の計画を 遂行 なわち経営管理活動における 各意思決定主体の 

している途中なので 中間的な結果や 方法を評価 機能 一 を考慮、 していない点で ， Anthony の主張 

することは不可能ではないがきわめて 困難であ 一 経営階層の相違 P こ 対応して必要情報の 質が異 

るという理由に よ る 鵜 ・ また，計画機能におい なる一に対する 明示的な認識が 欠如していたと 

ては計画の各段階に 適合した次に 示す情報が必 考察される   

要 であ る ")   こうした意思決定概俳に 対する Anthony の 

①問題の認識と 明確化に必要な 情報 分類と Simon の分類を統合し 新しい管理会 

②代替案の検索に 必要な情報 計 システムのフレーム・ワークを 構築したのが 

③代替案の評価に 必要な情報 Gorry  md  Sc0ttMorton  であ る・ Simon,ASo- 

④評価結果に 基づく代替案の 選択に必要な 情 BAT の意思決定問題の 分類に関して 彼らは 構 

報 造化された意思決定と 非構造的意思決定とに 分 

R.N.Anthony は，経営管理活動における 各 類している・すなわち ，「非構造的とはいろいろ 

意思決定主体の 機能から意思決定問題を 戦略的 な 手続き，多様なコンピュータ ，多様な情報を 
き十 画 (St 「 ateglC Hanlning), マネジメント・ コ 要することであ る・キプロクラム 的意思決定と 

ントロール (MmagementControl), オペレー 根本的に異なるのは ，問題の確定について 洞察 

、 ンヨ ナノ ン ・コントローソン (OPe て atlonaI Cont て O1) すると同時に 当該問題に対する 判断と評価をも 

の三 カテゴリ一に 分類している．戦略的計画と 併せて為さねばならない " ？ 」と指摘し また 

は ， 「組織の諸目標についての 決定プロセス ， そ 「全く構造的な 状況とは， 完全とはいわずとも 

表 4 % 届 、 決定のタイプ 

ストラ テ ジック・ 

    オペレーショナル・ コントロール       マネジメント・ コントロール       コントロール 

    予算分析   ク ンカー船団編成             短期予測 工場・倉庫用地決 

      定 

生産管理       予算分析   買収・合併 

  予算策定 現 預金管理     新製品計画           販売・生産 R  &  D  き 十回 
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ほば 大半の意思決定プロセスが 自動化されてい 

る 抽 」としている・ 意思決定のタイプと 意思決 

定構造のレベルを 示したのが表 4 であ る，。 ， ． 

意思決定タイプの 分類を現状の 管理会計シス 

テムに置き換えて 考察すると，構造化された 意 

思 決定問題に対しては 現状のシステムは 意思決 

定を支援することができ ， また 半 構造的 (Semi- 

Stractured) な 意思、 決定問題に対しても 意思 決 

定 支援があ る程度まで可能となりつつあ るが， 

非構造的な意思決定問題に 対するシステムによ 

る意思決定支援はほとんど 為されておらず 今後 

の重大な課題といえよ う ・特に非構造的・ キ 構 

造的な意思決定でマネジメント・コントロール 

とストラ テジ，ク ・コントロールに 対応する 領 

域 こそ経営意思決定の 主要な分野であ る， こう 

した意思決定分野における 意思決定支援を 彼ら 

ほ DecisionSupportSystem  と規定し経営情 

報システム① 虹 :S70 サブ・システムと 仕置づ け 

ている． 

意思決定問題や 意思決定機能に 関する概念整 

理はそれ自体重要な 問題であ るが，むしろ 意思、 

決定問題のタイプ と 経営管理活動の 両側面から 

意思決定の特徴を 規定することが ，管理会計 情 

報 システムの概俳構築に 有用であ る・経営各階 

層により必要な 情報の質が異なるため 管理会計 

情報の総合的な ヂ一 タベースよりもむしろ 経営 

階層の属性に 対応したデータベースの 構築が管 

理会計システム 全体の運営効率を 改善する・ 管 

理会 き十 ，青軸システムの サプ     ・システムとして ， 

GorrymdScottMorton の提唱する DSS を考 

察すると，従来の 管理会計システムよりもさら 

に柔構造 社 システム構成となり ， システム と意 

思 決定者との双方向の コ ; ュ ニケーシ， ン をつ 

うじ弾力的な 問題解決が可能となる 点に特徴が 

あ る． 

4.  管理会計情報システム 構築 

への アプローチ 

㈹ 管理会計情報システムの 概念構成 

2 章で検討した 管理会計システムの 問題点 

は， 内外部環境の 急激な変化に 対し経営組織構 

造全体が環境適合的に 設計されていないことを 

示唆している・ 会計情報システムの 観点にたっ 

と，生産条件・ 市場条件変化に よ り， これまで 

0 管理会計情報システムによる 意思決定・経営 

管理支援機能が 環境不適応となり 経営管理者の 

情報ニーズとの 間にギャップを 生じているとい 

う ジ， ンソン・カプランの 指摘 と 一致する． 特 

に 流動的な環境下における 戦略的意思決定は ， 

組織構造や情報体系の 変化をもたらしこれに 
対応して管理会計情報システムの 構造変化も余 

儀なくされる・ しかし管理会計情報システムの 

構築上，全ての 環境変化に対応できずとも ， あ 

り得 べき環境変化に よ く対応できることが 望ま 

しい・ これまでの検討から ，管理会計情報シス 

テムへの基本的要請は 環境適応と経営戦略意思 

決定であ ると認識される・ これを基礎にして ， 

環境適合的な 管理会計情報システムの 概念構成 

は図工のようになる ，。 ). 

図 1 は組織の有効性一目標と 比較して評価さ 

れる一を決定する 主要因の相互関連性を 表示し 

たものであ る． ここで環境条件とは ，「組織」 

が 直接コントロール 不能な入力変数をい う ・「組 

織」は，環境条件と 修正された組織目標を 主要 

入力変数として ，「組織」の 有効性を出力するの 

が図工のシステム 展開であ る・ この時， 「組織」 

は 環境条件と組織目標の 変化にともない 組織構 

造自体を自立的に 調整する・この 組織構造の規 

定 要因が組織設計，経営情報システム 設計， そ 

の他 組織コントロール 装置設計であ り，組織構 

造調整過程はこれら 3 構造変数の変化に 依存 ナ 

る ． しかしこの組織構造調整は 直接的に外部環 

境変化を反映するのでなく ，経営戦略というフ 

ィルターを通じて 外部環境を組織の 側から主体 

的に判別・決定する・ 同時にこの組織構造変化 

は ，意思決定の 構造・タイプ・ 階層等の意思決 

定に関する属性に 対して影響を 与えまた逆に ， 

現状における 意思決定の属性は 組織構造を規定 

する・組織目標，経営戦略，組織構造，意思 決 
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図 2 会計情報システムの 構成 
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定の特性は目標・ 実績に関する 組織の有効性基 

準で評価され ，その結果がフィードバックされ 

ることで外部環境への 適応調整が行われる ， 

会計情報システムは ，組織構造を 規定する経 

営情報システムのサブシステムであ り， 図 2 の 

よ 5 に管理会計情報システムと 財務会計システ 

ムから構成される． ここで DSS は従来の管理 

会計システムで 機能しなかった 意思決定支援を 

中心に行い，その 情報を経営管理 層 に供給す 

る ．一方管理会計システムは 経営管理支援を 中 

心に行い，その 情報を ; ドル及び ロヮ 一の管理 

者に供給し同時に 管理会計情報システム 内でデ 

ータ・モデルの 共有を通じて DSS と密接にリ 

ンクする・ しかし，財務会計システムとは イ ン 

タフ ，ィス を通じ経営管理データを 中心に連結 

するが両者はそれぞれ 独立した情報系を 構成す 

る， 

DSS は組織階層に 対応した独自のデータ・ べ 

一スと 問題解決に対応したモデル・べ ー スを 所 

右するデータ 構造に特色があ る． これらデータ 

・べ ー スは組織属性に 関して独立で 問題解決型 

であ り，組織変更に 対する柔軟性はデータ・モ 

デル等のデータベース 構築上の基本設計理俳に 

依存する・ この意味で ， よ く設計された DSS 

は戦略意思決定に 対し管理会計情報システムの 

構造を環境適合的にし 組織構造の変化に 柔軟 

な対応をとれるという 特徴があ る． 

(2) 管理会計情報システムの 基本構造 

管理会計情報システムの 基本構造例を 示した 

ものが図 3 であ る・ これまでの考察を 踏まえ， 

この基本構造には 以下の特徴があ る． 

①意思決定問題は 多種多様であ るが， これを 

ジ， ンソン・カプランの 指摘する戦略的収 

益性に関する 問題と プ p セス管理的な 問題 

の評価視点で 分類する． 

②ゴーリーとスコット・ モ 一トンが指摘する 

ように，実際の 意思決定問題は 構造的問題 

から非構造的問題に 至るまで広く 存在し 

意思決定主体・ 対象によりその 構造が変化 

するため画一的に 意思決定問題の 構造を規 

走 するのは無意味であ る・システムに よ る 

現実的な解決としては ，意思決定問題の 領 

域・解法・使用データ・ 意思決定主体等の 

属性毎にパターン 分類し意思決定問題の 

発生毎にモデル DB, データ DB に分類・ 

蓄積が必要となろ う ・ こうした問題解決に 

対するモデル・データ 上のフィードバック 

に よ り， 当初 は半 構造的な意思決定問題が 

反復過程を通じて 構造的な問題へ 移行する 

ことが可能となる． 

③モデル DB, データ DB の自立的学習過 

程 "' を通じ，管理会計情報システムの 機能 

は環境に対しコンティンジュン ト になる． 

④財務会計システムとのインタフ ヱイス は ， 

意思決定支援・ 経営管理支援機能に 対応し 

たデータ・べース・ジュネレータを 介在さ 

せることで両者のシステムの 独自性を維持 

する． 

まとめにかえて 

管理会計情報システムにおける 最も重要なテ 

ーマの一つが 意思決定支援機能であ ろう． コン 

ピュータ・通信技術の 発達により管理会計分野 

における意思決定支援システムは 隣接諸科学一 

特に OR, 統計解析， システム論， 一 と密接に 

結び付き，なかでもデータ・べース・マネージ 

メントが DSS の成否の重要な 要因といっても 

過言ではないだろう・ しかし管理会計情報シ 

ステムの基礎概俳は ASOBAT の規定に よ る 会 

計 情報，意思決定に 依存しており ，これらの概 

念構成を土台に 構築されていることを 再認識す 

る必要があ ろ 5. とくに情報システムの 技術的 

側面に重点をおく 余り現実の企業組織，会計情 

報の機能・効用を 無視したシステムは 実際の意 

思 決定に有効とはなり 得ない・この 意味で，情 

報システムの 基礎を為す管理会計の 枠組みを認 

識した上で，管理会計情報システムの 機能，財 

務会計システムとの 相互関連性を 明確にした 概 

念 設計が必要となるのであ る． 
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るかが今後の 管理会計情報システムの 課題であ 

ろう． 

注 

ム 運用形態から ， リモートバッチまたは 分散処 
理型に進化し 各サブシステム 間のオンライン・ 

ネットワークが 形成されてきた． しかし， MIS 

に対する現在の 評価は，情報処理技術，システ 
ム・インタフェイス 等に問題があ ったとしてい 
る・詳細は次の 文献参照． J.Dearden,Mythof 

） 

 
 

 
 

3
 

2
 

Robert. S. Kaplan, A み va れ ㏄ オ肱 0%aee 笏 ㎝古 

人 (cn 穏 ting, Prentice.HaIl, Inc., N.J., 1982, 

p. l. ここでカプランは ，「管理会計は 経営管理 

者の意思決定と 経営管理活動を 支援する情報の 
収集・分類・ 集約・分析，報告のシステムであ 
る．」と規定している． 
管理会計システムはその 機能達成の必然性から 
コンピューターを 基礎にした情報システム 系を 

前提として包摂する 概念もあ る． 
DSS に関する業績は 非常に多いが ， 最近の代 

表的文献をあ げると次の通りであ る． D ㏄の 概 

Real.TimeManagementInformation,f ねの d れ d 

B ぬ肪 ess 入籠加功， Vo1.44,N0. 3, pp.123-132., 
1966. 

10)  H.  Thomas  Johnson  and  Robert  S. Kap 旺 Ⅱ， 

TheRiseand  FallofManagementAccounting, 
丑 加乃㎎ ア笏伽 古兵㏄ o ひ nt 肪 g,  Janu 町 y  1987. 

11)12)13)  Ibid.,  p. 22. 

14)15)  Ibid.,  pp. 2 Ⅰ 27. 

16)  Ibid.,  p. 29. 
17)  American  Accounting  Associatjon,  且 State. 

れ伽 t  o/  Bas わ且 ㏄ ou 篠 ting 7h heo ん り， 1966.  p. 
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